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　東大阪市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第２条の規定により、人事行政の運営等の状況について、

下記のとおり報告いたします。

１ 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）部門別職員数の状況（各年４月１日現在）

▲ ▲

▲

▲

▲ ▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲ ▲ ▲

▲ ▲

▲

▲ ▲ ▲

▲

▲

▲ ▲

▲ ▲

▲ ▲

▲ ▲ ▲

▲ ▲ ▲

▲ ▲

▲ ▲ ▲

▲ ▲

▲

▲

▲

▲ ▲

▲ ▲

▲ ▲

▲

▲

▲ ▲ ▲

※　上段は常勤職員数で、再任用常勤職員（令和５年度は暫定再任用常勤職員）、任期付常勤職員、

　特定任期付職員、地方公務員の身分を保有する休職者及び派遣職員などを含み、

　臨時職員等及び特別職を除きます。

※　各部門の職員数は、総務省の定員管理調査の区分によるものであり、各年４月１日採用の職員についても

　　同調査要領に基づき、原則として配属後の部門に分類しています。

※　下段は再任用短時間勤務職員（令和５年度は暫定再任用短時間勤務職員）及び任期付短時間勤務職員の

　数を表しています。
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〔参考：会計年度任用職員数の状況（令和５年４月１日現在）〕

人

人

※教職員を除く。

（２）職員の採用・退職状況（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

※　一般職員は再任用職員、任期付職員を除く常勤職員です。

※　他団体への派遣等については退職数に含みません。

※　教育公務員を除いています。

※　任期の更新による採用及び退職は含みません。

２ 職員の人事評価の状況

　本市では、能力に応じた職員の適正配置や人材育成等に活用するため、人事評価を実施しています。

　平成２８年度に人事評価制度の全面的見直しを行い、平成２９年度からは評価結果を給与等へ反映しているところであり、

能力及び実績に基づく人事管理を行っています。

　人事評価制度の概要については、次のとおりです。

（１）評価

人事評価は「能力評価」と「業績評価」で構成しており、絶対評価により行っています。

①　能力評価

　　職員がその職務の遂行において発揮した能力について評価を行います。

②　業績評価

　　職員がその職務を遂行するに当たり挙げた業績について評価を行います。

（２）評価期間

①　能力評価　　毎年１０月１日から翌年９月３０日まで

②　業績評価　　毎年１０月１日から翌年３月３１日まで及び４月１日から９月３０日まで

（３）評価結果の活用

①　直近の業績評価の結果を勤勉手当に活用

②　過去１年間の人事評価の結果を昇給に活用

③　過去２年間の人事評価の結果を昇任に活用
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３ 職員の給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計決算）

〔参考〕

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数については、令和４年４月１日現在の人数です。また、職員数Ａには、短時間勤務職員

　　　　（任期付短時間勤務職員及び再任用短時間勤務職員。以下同じ。）及び会計年度任用職員を含みません。

　　　３　給与費には、短時間勤務職員の給与費が含まれていますが、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

〔参考：一般職非常勤職員〕

（注）　保育に従事する一般職非常勤職員を除きます。
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（３）ラスパイレス指数の状況

　（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を

　　　　　用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　　２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加

　　　　　味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス

　　 　　　 指数。（ 補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

　　　　３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

 (４) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

〔実施〕

（給料表改定の実施時期）平成２７年４月１日

（内容）行政職給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、６年間（平成３０年３月３１日までの

間は現給との差額の１００％を支給、平成３０年４月１日から８０％、平成３１年４月１日から６０％、令和２年４月１日から３０％と段階的

に引下げ、令和３年３月３１日をもって廃止）の経過措置（現給保障）を実施。

　 消防職給料表についても、国に準じて見直しを実施。

②地域手当の見直し

（支給割合）国基準１０％に対し、本市においても１０％（行政職）を支給。

（実施時期）国において支給割合に変更がないため、見直しの実施なし。

【参考】

10%東大阪市の支給割合 10% 10% 10% 10%

10% 10%

10% 10% 10% 10%

10%

10%

各年度の支給割合

平成
２６年度

10% 10%国基準による支給割合 10% 10%

4月1日時点 遡及改定後

令和
3年度

平成
30年度

令和
元年度

令和
4年度

10%

平成
29年度

令和
2年度

平成27年度 平成
28年度

10% 10%

【概要】

※令和４年４月１日のラスパイレス指数が１００を超えている理由及び今後の見通しについて

　指数が１００を超えている要因はひとつに限定されるものではありませんが、給与制度としては、初任給基準が国家公
務員に比べて高いことが、主な要因であると分析しています。
　このことを踏まえ、平成３１年４月に給料表の独自見直し（水準引き下げ）及び初任給基準の引下げを実施しており、
今後の見通しとして、中長期的には指数の抑制効果を見込んでいます。
　今後も適正な給与水準の確保に努めてまいります。

国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り
組むとされている。
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（５）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在）

①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②　技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

③　高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

④　小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和４年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手

　　　　当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ

　　　　ているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤

　　　　務手当等を除いたもの）で算出しています。

（６）職員の初任給の状況（令和５年４月１日現在）

円 円

円 円

円 －

円 －

円 －

（７）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）　各経験年数に該当する職員数が３人以下の場合は、近似の経験年数の職員について記載していますが、

      近似の経験年数においても該当する職員数が３人以下の場合には、「－」と記載しています。

－

－

経験年数３０年

404,821391,036

448,825

185,200

東大阪市

経験年数２０年

区　　分

（国比較ベース）

平 均 年齢

東大阪市 41.2

2,114人

323,711

321,523

平均給与月額

東大阪市

平均 年齢

51.1国

区　　分

43.6

平 均 年齢

類似団体

50.5

東大阪市

347,66141.8

平均給料月額

類似団体

平均 年齢

大阪府

46.2

平均給料月額

373,612

193人

類似団体

34.5

大阪府

382,485

区　　分

39.0

38.8

298,178

338,537

東大阪市

区　　　　分

大　学　卒
教　育　職

類似団体

高　校　卒

技能労務職

区　　　　　分

一般行政職
大　学　卒

高　校　卒

－

一般行政職 大　学　卒

228,664

経験年数１０年

259,354

402,454300,063

－

－

353,314

323,511高　校　卒

－

358,780

－－ －

－

－短　大　卒 356,885

－

大　学　卒

技能労務職

教　育　職

－

296,080

大阪府

平均給与月額

59.3

54.4大阪府

413,547

429,302

301,592403人

41.8

306,850

403,290

42.7

383,556

平均給与月額平均給与月額

363,649

平均給料月額

42.0

―

428,447

154,600

平均給与月額

378,957

158,900

361,493

191,700

164,100

360,744

国

短　大　卒
198,744

高　校　卒

中　学　卒

平均給料月額

286,570

372,403

348,989

5人

職員数

（国比較ベース）

331,848

―

平均給与月額

405,049

区　　分

国

407,946

314,101

415,855

307,316

352,752

経験年数２５年

221,000

328,416

379,807

318,322

375,082

458,020
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（８）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和４年４月１日現在）

（注）１　東大阪市の給与条例に基づく行政職給料表の級区分による職員数であり、

      　　行政職給料表の適用を受けない職員を含みません。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

198,500

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

266,000

350,000

　　　　　　　　円

232

381,000

　　　　　　　　円

150,100

　　　　　　　　円

234,40019.4

　　　　　　　　円

304,200

247,600

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

410,200

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

362,900

　　　　　　　　円

290,700

1.6 408,100

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

最高号給の給料月額区　　分 構成比

458,400

　　　　　　　　人

527,500

標準的な職務内容

局長・理事

職員数

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　円

１号給の給料月額

　　　　　　　　人

26

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

468,600

４級

0.3

６級

　　　　　　　　％

5.3

　　　　　　　　人

427,900

85

　　　　　　　　％

319,20010.4

444,900

　　　　　　　　円

　　　　　　　　％

課長

９級
4

７級

167

８級

部次長

局次長・部長

　　　　　　　　人

14.5

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

311

　　　　　　　　人

13.4

20.6

主任３級

一般の職員

215
一般の職員

１級

５級 総括主幹、副主幹

　　　　　　　　％

329
係長・主査

　　　　　　　　％

14.5

２級

　　　　　　　　人

232

　　　　　　　　人

１級 14.5% １級 14.0%
１級 9.5%

２級 13.4% ２級 12.8% ２級 20.0%

３級 19.4%
３級 18.9%

３級 8.7%

４級 20.6%
４級 20.3%

４級 24.5%

５級 14.5% ５級 16.1%
５級 17.5%

６級 10.4% ６級 10.7%
６級 11.4%

７級 5.3% ７級 5.4% ７級 6.3%

８級 1.6% ８級 1.6% ８級 1.9%

９級 0.3% ９級 0.3% ９級 0.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和４年４月１日現在の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

１級 14.5% １級 14.0%
１級 9.5%

２級 13.4% ２級 12.8% ２級 20.0%

３級 19.4%
３級 18.9%

３級 8.7%

４級 20.6%
４級 20.3%

４級 24.5%

５級 14.5% ５級 16.1%
５級 17.5%

６級 10.4% ６級 10.7%
６級 11.4%

７級 5.3% ７級 5.4% ７級 6.3%

８級 1.6% ８級 1.6% ８級 1.9%

９級 0.3% ９級 0.3% ９級 0.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和４年４月１日現在の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

6



（９) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（令和４年４月１日現在）
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（10）昇給への人事評価の反映状況

（11）期末手当・勤勉手当

千円

（令和４年度支給割合） （令和４年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～20%

・管理職加算　10%～25%

(注) (   ) 内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の反映状況（一般行政職）

（12）退職手当（令和５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（4%～10%加算） （割増率2%～45%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した職員に支給された平均額です。

ロ．　人事評価を活用していない

33.27075

国

　　　標準、下位の区分

　　　標準の区分のみ（一律） ○

47.709

47.70947.709

　　活用している昇給区分

28.0395

39.7575

47.709

24.586875

47.709

19.6695

○

39.7575

　　　標準、下位の成績率

○

○

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

国

イ．　人事評価を活用している

支給実績が
ある成績率

2.00

支給可能
な成績率

一般職員

○

昇給実績が
ある区分

一般職員

昇給実績が
ある区分

○

昇給可能
な区分

2.00

○

―

( 1.35 )

○

○

○

33.27075

令和４年４月２日から令和５年４月１日
までにおける運用

　　　上位、標準、下位の区分

47.709

ロ．　人事評価を活用していない

イ．　人事評価を活用している

　　　上位、標準の成績率

　　活用している成績率

( 0.95 )

管理職員

2.40

　　　上位、標準、下位の成績率

( 0.95 )

　　　上位、標準の区分

管理職員

1,443

昇給可能
な区分

2,387

　　活用予定時期

19.6695

東　　　　　大　　　　　阪　　　　　市

22,969

１人当たり平均支給額（令和４年度）

　　活用予定時期

○

( 1.35 )

2.40

24.586875

○

　　　標準の成績率のみ（一律）

28.0395

令和４年度中における運用

東　　　大　　　阪　　　市
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（13）地域手当（令和５年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

（注）　 医師の地域手当支給率は16％です。

（14）特殊勤務手当（令和５年４月１日現在）

千円

千円

　％

勤務1回につき300円

生活保護法の規定に基づく被保護者等の相談、調査又は指導の業務に従事

日額600円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

抑留した犬又は引取犬等若しくは収容動物を処分する作業に従事

脱羽後検査又は内臓摘出後検査業務で特に必要と認めるものに従事 日額200円

下記以外の者

日額100円

（1級は97,000円）

１５種類

日額150円

市立斎場において産汚物焼却業務に従事

犬の抑留作業で特に危険を伴うものに従事

日額600円

1体につき100円

1体につき100円

月額77,000円

日額150円

市立斎場において死体焼却業務に従事

1個につき10円

医師又は歯科医師が療養、指導等医務に関する業務に従事

飼い犬の捕獲又は動物の収容作業に従事

医師又は歯科医師が医療業務に従事

月額23,000円

引取又は収容した動物の治療業務に従事

101,954

支給率

手当の名称

家畜伝染病の病原体の検査、培養等の業務に従事

2,977

危険作業手当

主な支給対象職員・業務

撮影回数に応じ月30,000円以内

日額200円

日額200円

384,478

支給実績（令和４年度決算）

日額300円
【特例】
日額3,000円（身体に接触して
行う作業等の場合は4,000円）

社会福祉業務手当
行旅病人又は行旅死亡人の収容又は護送に従事

保健センター勤務の者

130

支給対象職員数（令和５年）

医師・看護師又は放射線技師が放射線撮影作業
に従事

日額300円

1,138,056

日額150円

10

毒物等が発生するおそれのある場所で行う作業等に従事

27.1

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

10

支給単価

支給対象地域

日額200円

勤務1回につき1,000円

東大阪市

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度）

手当の種類（手当数）

市税、保険料、使用料又は負担金の滞納処分等を行うため外勤業務に従事

支給実績（令和４年度決算）

国の制度（支給率）

夜間特殊業務手当

感染症患者の検診、感染症病原体の検査、培養等の業務に従事
【特例】
　新型コロナウイルス感染症から市民等の生命及び健康を保護するため
に行われた措置に係る作業に従事した場合（R2.2.1～）

斎場墓地管理作業等従事手当

病理細菌の検出その他これに準ずる業務に従事

市立斎場又は本市が管理する墓地の管理業務に従事

ごみの収集作業又は処理作業に従事

診療業務手当

滞納処分業務等従事手当

犬の抑留作業等従事手当
日額150円

食鳥検査業務手当

日額1,350円

通信指令業務に従事

食鳥検査業務に従事

消防職員が深夜における交替制勤務に従事

日額500円

（3級以上は500円）

日額2,000円

勤務1回につき200円加算

犬、ねこ等の動物の死体の収集作業に従事

消防士長又は副士長が作業現場における安全確保のため監督業務に従事

清掃作業手当

医療業務手当

現場作業監督業務手当
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（15）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日

　　　　現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）で

　　　　あり、短時間勤務職員を含みます。

日額1,800～3,600円教育職員が週休日等に部活動等における生徒の指導業務に従事

日額900円

日額5,100円

教育職員が対外運動競技等で泊を伴う生徒の引率指導業務に従事

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ）

教員特殊業務手当

日額7,500円

704,664

(時間外勤務1時間につき315円加算)

消防職員が年末年始に17時３０分から24時までの交替制勤務に従事

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ４ 年 度 決 算 ）

日額5,100円

教育職員が生徒の負傷等に伴う救急業務に従事

150円を加算

普通免許を要する消防車両（指揮車等除く）の機関業務に従事

救急業務のため緊急出動したとき

勤務時間外等において災害対策のため外勤業務に従事

年末年始に感染症等の業務に従事

50円を加算

中型免許を要する消防車両の機関業務に従事

大型免許を要する消防車両の機関業務に従事

消防出動手当

年末年始に市立斎場施設の緊急維持補修業務に従事

年末年始業務手当

消火、救助等の警防活動のため緊急出動したとき

年末年始に休日急病診療所の職員が業務に従事

上記以外で年末年始において業務に従事

消防職員が年末年始に0時から9時までの交替制勤務に従事

指揮車等の機関業務に従事

災害応急業務手当

救急車両の機関業務に従事又は救急救命士が救急救命業務に従事

（3級以上は3,330円）

（3級以上は6,570円）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ）

教育職員が非常災害時等で生徒の保護業務等に従事

教育職員が週休日等に入学試験に係る受験生の監督業務等に従事

日額5,400円

323

（3級以上は9,360円）

日額6,210円

教育職員が生徒に対する緊急の補導業務に従事

勤務1回につき4,320円

日額3,750～7,500円

勤務1回につき2,475円

(時間外勤務1時間につき315円加算)

(時間外勤務1時間につき315円加算)

311

（3級以上は6,030円）

勤務1回につき4,005円

日額4,860円

（3級以上は4,995円）

消防職員が年末年始に9時から24時までの交替制勤務に従事

（屋外業務は4,320円）

日額11,250円

1時間につき200円

(時間外勤務1時間につき315円加算)

支 給 実 績 （ 令 和 ４ 年 度 決 算 ）

年末年始に食鳥検査業務に従事

年末年始に市立斎場、本市が管理する墓地の管理業務に従事

日額4,050円

日額4,000～8,000円

教育職員が修学旅行等で泊を伴う生徒の引率指導業務に従事

200円を加算

出動1回につき50円

100円を加算

50円を加算

（3級以上は200円）

出動1回につき250円

年末年始に死体焼却業務に従事

日額6,840円

日額6,840円

（3級以上は6,570円）
年末年始にゴミの収集作業又は処理作業に従事

（3級以上は400円）

676,952

(時間外勤務1時間につき315円加算)

日額29,340円
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（16）その他の手当（令和５年４月１日現在）

①　教育職以外の職員

円

円

円

円

円

円

円

円

円

住居手当 ア．家賃額が月額6,000円を超える場合 家賃と6,000円との差額の2分の1(その差額の2分の1が18,500円を超える

の内容 ときは18,500円)に6,000円を加算した額

イ．家賃額が月額6,000円までの場合 家賃の額

管理職

手当の 円 円 円

主な内 円 円 円

容 円

円 円 円

円 円 円

円 ※総括主幹については３１,５００円までの範囲内で加算あり。

管理職員

特別勤務

手当の内容

部次長 57,000

局　長

○祝日及び年末年始の休日におい
て、正規の勤務時間中に勤務した
場合
支給割合135/100

70,000

別掲

部次長

異

役　職　名

448,075

休日勤務手当

通勤手当

同

同

同

単身赴任手当

手　当　名

○借家の居住者に対し家賃額に応
じて支給
限度額　24,500円

扶養手当

同

58,495

との異同

千円

85,000

勤務1回につき7,500円ア．管理職員が週休日等における6時間以上の勤務（ウ及びエの勤務を除く）に従事

699,024

千円

千円

100,000

部　長

千円

国の制度

異
【国】支給額
4,200円

96,000

千円

0

別掲 179,430

87,000

22,988

○勤務公署を異にする異動等に伴
い転居し、配偶者と別居し、単身で
生活することを状況とする職員に支
給
１月あたり　30,000円（距離に応じた
加算あり）

役　職　名

宿日直手当

110,000

千円

勤務1回につき6,300円

千円

支給実績

1,242

支給職員１人当たり

414,000

149,833

138,183328,876

0

304,246

国の制度と

266,606千円

256,531

（令和４年度決算） 平均支給年額

千円

内容及び支給単価

147,196

住居手当

○交通機関利用者には６ヶ月定期
代相当額
交通用具利用者には通勤距離に応
じて、1月あたり2,000～31,600円

異

○扶養親族のある職員に支給
配偶者、父母等　 6,500円
（行政職8級相当の者は3,500円、9
級相当の者は支給なし。）
子　10,000円
（15歳に達する日後の最初の4月1
日から22歳に達する日以後の3月
31日までの子1人につき、5,000円
加算）

46,000

イ．管理職員が週休日等における3時間以上6時間未満の勤務（ウ及びエの勤務を除く）に従事

局次長 部　長

（令和４年度決算）

300,050

総括主幹

局　長

暫定再任用
職員

参　事

局次長

ウ．管理職員である消防職員が週休日等において午前9時から午後12時までの勤務に従事

管理職手当

勤務1回につき4,300円

勤務1回につき10,500円

○役職に応じて支給
31,000～110,000円

同

40,000

エ．管理職員である消防職員が週休日等において午前0時から午前9時までの勤務に従事

夜間勤務手当

○正規の勤務時間として午後10時
から翌日午前5時までの間に勤務し
た場合
支給割合25/100

○宿日直勤務を命ぜられた場合
勤務1回につき5,900円以内

異なる内容

役　職　名

102,000

管理職員特別勤務手当
○管理職員が週休日等に勤務した
場合
勤務1回につき4,300～10,500円

異 別掲 26,495

支　給　額 支　給　額 支　給　額

暫定再任用
職員以外の
職員

参　事 60,000 課　長 60,000

課　長 46,000

総括主幹 31,000
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②　教育職

円

円

円

千円 円

千円 円

千円 円

円

円 円 円

円

円 円

役　職　名 支　給　額 役　職　名 支　給　額 役　職　名 支　給　額

交通用具等
を利用して
いる職員で、
身体に障害
を有する者
→2,900～
43,600円の
範囲内で距
離に応じて
支給

15,949

国の制度

269,336千円

平均支給年額

1,426

109,241

同

（令和４年度決算）

高等学校教頭

異

0

6,371

高等学校長

40,000

幼稚園長 50,800

との異同

管理職手当

9,427

支給職員１人当たり

千円

648,300

41,369

支給実績
内容及び支給単価

36

10,373

宿日直手当

（国規則）
５時間以上：
1回4,400円
５時間未満：
1回2,200円
執務時間が
午前9時から
午後１時ま
でとされてい
る日
：1回　2,200
円

異

夜間勤務手当

通勤手当

扶養手当

異なる内容

異 別掲

同

手　当　名

405,184

国の制度と

11,750

（令和４年度決算）

○役職に応じて支給
30,700円～80,900円を支給

○借家の居住者に対し家賃額に応
じて支給
限度額　28,000円

○扶養親族のある職員に支給
配偶者、父母等　 6,500円
子　10,000円
（15歳に達する日後の最初の4月1
日から22歳に達する日以後の3月
31日までの子1人につき、5,000円
加算）

住居手当

千円

同

幼稚園主任教諭

○交通機関利用者には、支給対象
期間の通勤に要する運賃等相当額
（1月当たり55,000円まで）
交通用具利用者には通勤距離に応
じて
1月あたり2,000～31,600円

幼稚園長

千円

0

○正規の勤務時間として午後10時
から翌日午前5時までの間に勤務し
た場合
支給割合25/100

○宿直勤務又は日直勤務を命ぜら
れ勤務した職員に支給
支給単価
５時間以上：１回6,700円
５時間未満：1回3,350円
執務時間が午前9時から午後１時ま
でとされている日
　　　　　　　：1回3,350円

○高等学校及び幼稚園に勤務する
教育職員に支給
支給単価：級及び号給に応じて
2000円～8000円
※幼稚園教員については、1/2の額
を支給

　　義務教育等教員
　　特別手当

管理職
手当の
主な
内容

暫定再任用
職員以外の
職員

80,900 66,900 66,100

暫定再任用職員 幼稚園主任教諭 30,700
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（17）公営企業職員の状況

　Ⅰ　水道事業　　　

①　職員給与費の状況

　決算

　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費160,691千円を含みません。

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、令和４年３月３１日現在の人数です。  ２　職員数は、令和５年３月３１日現在の人数です。また、短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含みません。

　３　給与費については、短時間勤務職員の給与費が含まれており、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和４年度支給割合） （令和４年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～20%

（注） ( )内は再任用職員に係る支給割合です。  

イ　退職手当（令和５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（4%～10%加算） （4%～10%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（令和５年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％1010 132

支給率 支給対象職員数（令和５年）一般行政職の制度（支給率）

47.709

1,736

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

47.709

支給対象地域

23,234

支給実績（令和４年度決算） 50,665

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709

19.6695 24.586875

( 0.95 )

537,094

45.5 501,390

1,443

東大阪市水道事業会計

( 1.35 ) ( 0.95 )

7.8

給　 料

千円

129,259 186,374

東 大 阪 市 42.0 346,719

基本給　　　　　　区　　分

千円　４年度 　　　　千円

445,072

2.40

19.6695 24.586875

( 1.35 )

33.27075

2,387 22,969

区　分 職員数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

　　　　　　Ｂ／Ａ

千円千円 　　　　　千円

7.4

Ａ  

千円　 ％

占める職員給与費比率

　質収支 令和３年度の総費用に

１人当たり平均支給額（令和４年度）

367,142

2.0

28.0395

期末・勤勉手当

624,751

東大阪市（企業会計除く）

28.0395

一人当たり

千円

　　計　　Ｂ

8,392,173

区　分 総費用 　純損益又は実 総費用に占める

Ｂ　

平均月収額

　　　　給与費 　　B/A

職員給与費比率

東大阪市水道事業会計

平　均　年　齢

785,442

％

団 体 平 均

職員給与費

335,492

1,341

東大阪市

2.40 2.0

33.27075

6,334

東大阪市（企業会計除く）

１人当たり平均支給額（令和４年度）

４年度

124 469,809

人

　　　　　　Ａ 職員手当
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エ　特殊勤務手当（令和５年４月１日現在）

千円

千円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日

　　　　現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）で

　　　　あり、短時間勤務職員を含みます。

カ　その他の手当（令和５年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

円

円

千円

0

102,438

千円

千円休日勤務手当

夜間勤務手当

通勤手当

扶養手当

手　当　名
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績

危険手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ）

夜間特殊業務手当

同 0

313,56610,348

10,261

0

264,723

支給職員１人当たり

（令和４年度決算）

12,442

（令和４年度決算） 平均支給年額

千円

千円

千円

同

0

同

717,860

異 0

11,882

同

0

千円

164

21,510

支 給 実 績 （ 令 和 ４ 年 度 決 算 ） 17,928

宿日直手当

同

同

同単身赴任手当

深夜の全部の時間の業務に従事

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ４ 年 度 決 算 ）

217

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ）

1回につき1,100円

172

22,378

日額250円

特別事務手当

22時から5時の間の業務に従事 1時間につき450円

突発事故等の非常呼集により業務に従事 1回につき1,000円

災害時に緊急を要する業務に従事 1時間につき200円

日額200円

1回につき250円

３種類

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員・業務 支給単価

日額200円

交通を遮断することなく行う道路上等の工事現場作業等に従事

毒物又は劇物の取扱業務に従事

外勤で停水業務に従事

手当の種類（手当数）

31

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度） 25.0

支給実績（令和４年度決算） 970

同

○借家の居住者に対し家賃額に応
じて支給
限度額　24,500円

千円

内容及び支給単価

【一般行政
職】支給額
5,900円以内

千円管理職員特別勤務手当

○扶養親族のある職員に支給
配偶者、父母等　 6,500円
（8級の者は3,500円、9級の者は支
給なし。）
子　10,000円
（15歳に達する日後の最初の4月1
日から22歳に達する日以後の3月
31日までの子1人につき、5,000円
加算）

○交通機関利用者には６ヶ月定期
代相当額
交通用具利用者には通勤距離に応
じて
1月あたり2,000～31,600円

452

○宿日直勤務を命ぜられた場合
勤務1回につき7,400円

〇勤務公署を異にする異動等に伴
い転居し、配偶者と別居し、単身で
生活することを常況とする職員に支
給
１月あたり30,000円（距離に応じた
加算あり）

○祝日及び年末年始の休日におい
て、正規の勤務時間中に勤務した
場合
支給割合135/100

○役職に応じて支給
40,000～110,000円

○管理職員が週休日等に勤務した
場合
勤務1回につき4,300～7,500円

○正規の勤務時間として午後10時
から翌日午前5時までの間に勤務し
た場合
支給割合25/100

管理職手当

高圧電気取扱業務に従事

住居手当

24,408
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　Ⅱ　下水道事業　　　

①　職員給与費の状況

　決算

　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費172,882千円を含みません。

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数については、令和５年３月３１日現在の人数です。また、短時間勤務職員（任期付短時間勤務職員

　　　　　及び再任用短時間勤務職員。以下同じ。）及び会計年度任用職員を含みません。

　３　給与費については、短時間勤務職員の給与費が含まれており、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和4年度支給割合） （令和4年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～20%

（注） ( )内は再任用職員に係る支給割合です。  

イ　退職手当（令和５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（4%～10%加算） （4%～10%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（令和５年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％10

支給対象職員数（令和５年）一般行政職の制度（支給率）

33.27075

47.709

10 79東大阪市

47.709

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 402,415

47.709 47.709

支給対象地域 支給率

47.709

22,969

支給実績（令和４年度決算） 32,193

― 26,290 2,387

28.0395 33.27075 28.0395

39.7575 47.709 39.7575

( 1.35 ) ( 0.95 )

東大阪市下水道事業会計 東大阪市（企業会計除く）

19.6695 24.58687519.6695 24.586875

区　分 総費用 　純損益又は実

　　計　　Ｂ

535,301

基本給 平均月収額

346,271

2.40

　　　　給与費 　　B/A

東 大 阪 市

団 体 平 均 43.9

1,547 1,443

東大阪市下水道事業会計

一人当たり

千円

40.1

職員手当

331,629

( 1.35 ) ( 0.95 )

296,851 85,369

千円

493,022

2.40 2.0

給　　　　　　　与　　　　　　　費

千円

１人当たり平均支給額（令和4年度） １人当たり平均支給額（令和4年度）

506,919

2.0

％

1,106,202 490,784 3.3 3.2

千円　 ％

14,764,684

４年度

　　　　千円 千円　４年度

　　　　　千円

区　分
　　　　　　Ａ
職員数

期末・勤勉手当

人

79

　　　　　　区　　分

　占める職員給与費比率Ｂ　

千円

平　均　年　齢

給　 料

6,417

職員給与費比率

総費用に占める

Ａ  

124,699

職員給与費

　質収支

　　　　　　Ｂ／Ａ

東大阪市（企業会計除く）

　令和３年度の総費用に
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エ　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

千円

千円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日

　　　　現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）で

　　　　あり、短時間勤務職員を含みます。

カ　その他の手当（令和５年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

円

円

（屋外業務は4,320円）

一般行政職
の制度と異
なる内容

単身赴任手当 同 0 0

支給実績一般行政職
の制度との
異同

支給単価

支 給 実 績 （ 令 和 ４ 年 度 決 算 ） 9,217

勤務時間外等において災害対策のため外勤業務に従事

滞納処分業務等従事手当 公共下水道使用料又は受益者負担金の滞納処分を行うため外勤業務に従事 日額100円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ４ 年 度 決 算 ） 144

手当の名称 主な支給対象職員・業務

支給実績（令和４年度決算） 0

３種類

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

0.0

年末年始における業務に従事

（3級以上は6,570円）

災害応急業務手当 1時間につき200円

年末年始業務手当

日額4,050円

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度）

8,671

千円

通勤手当

○祝日及び年末年始の休日におい
て、正規の勤務時間中に勤務した
場合
支給割合135/100

千円

58

7,635
○借家の居住者に対し家賃額に応
じて支給
限度額　24,500円

同

0

11,102

同 19,376

（令和４年度決算）

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ）

手　当　名

0

千円 704,998

千円

千円

0

16,215

13,825

平均支給年額

支給職員１人当たり

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ） 131

管理職手当

（令和４年度決算）

254,503

233,307千円

146,080

同

0

8,866同

管理職員特別勤務手当 同 83

千円

○交通機関利用者には６ヶ月定期
代相当額
交通用具利用者には通勤距離に応
じて
1月あたり2,000～31,600円

千円

休日勤務手当

0 千円

同

扶養手当

内容及び支給単価

○扶養親族のある職員に支給
配偶者、父母等　 6,500円
（8級の者は3,500円、9級の者は支
給なし。）
子　10,000円
（15歳に達する日後の最初の4月1
日から22歳に達する日以後の3月
31日までの子1人につき、5,000円
加算）

夜間勤務手当

異
【一般行政
職】支給額
5,900円以内

宿日直手当

住居手当

○役職に応じて支給
40,000～110,000円

○管理職員が週休日等に勤務した
場合
勤務1回につき4,300～7,500円

○正規の勤務時間として午後10時
から翌日午前5時までの間に勤務し
た場合
支給割合25/100

〇勤務公署を異にする異動等に伴
い転居し、配偶者と別居し、単身で
生活することを常況とする職員に支
給
１月あたり30,000円（距離に応じた
加算あり）

○宿日直勤務を命ぜられた場合
勤務1回につき7,400円

同
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（令和５年４月１日現在）

本庁舎などの場合

月～金曜日（祝日、年末年始を除く）午前9時～午後5時30分、うち休憩45分

※　公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職員の勤務時間は別に割振りを定めています。

　　なお、暫定再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員は、常勤職員の勤務時間より短い時間になっています。

（２）休暇の状況（令和５年４月１日現在）

①　年次有給休暇

②　病気休暇

１年度において20日の範囲内（20日を限度に翌年度に繰り越すことができる）

事　　　由

公務上又は通勤による負傷又は疾病

必要と認められる期間

常勤職員

結核性疾患

暫定再任用短時間勤務職員
任期付短時間勤務職員

日　数職員区分

勤務時間等を考慮し20日を超えない範囲内（上記と同様に繰り越し可）

※　暫定再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の病気休暇については、常勤職員と同様です。

期　　　間

必要と認められる期間

常勤職員

職員の勤続年数に応じて最長1年の範囲内の期間

私傷病（上記以外の疾病等）
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③　特別休暇

※　特別休暇は、職員の私的生活上ないしは社会生活上の事由等から、勤務義務を履行しがたい場合に、その勤務しないこと

　　が社会慣習上や物理上等から真にやむを得ないと認められるものに対して付与しています。

※　暫定再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の特別休暇については、常勤職員と同様です。

　　（夏期休暇については勤務日数等に応じて付与）

※　教職員は、大阪府の教育職員の例によります。

④　介護休暇及び介護時間

※　暫定再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の介護休暇の期間については、

勤務日数に応じて付与

※　教職員は、大阪府の教育職員の例によります。

流産

区分

リフレッシュ

妊娠24週から35週まで

介護時間

裁判員、証人等として国会、裁判所等に出頭する場合

災害等による住居の滅失

妻の出産

結婚

要介護者の介護 1の年度における5日（要介護者が2人以上の場合は10日）の範囲内の期間

1週間につき1日

妻が出産する場合の男性の育児参加

妊娠23週まで

産前

妊娠36週から出産まで

2週間につき1日

1生理期間につき3日の範囲内の期間

必要と認められる期間

出産予定日前6週間、出産の日以後１年を経過する日の期間内における5日の範囲内の期間

流産の日から3日の範囲内の期間

職員が感染症の予防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律の規定による交通の制限又は
遮断のため勤務しないことがやむを得ないと認め
られるとき

要介護状態ごとに連続する3年の期間内において必
要と認められる期間（1日につき2時間の範囲内）

1の年度における2日の範囲内の期間

産後60日

1日の範囲内の期間

9日の範囲内の期間

○対象の子が1人の場合　1年度8日以内（3歳に達する日以後の最初の
3月31日までの子の場合は10日以内）
○対象の子が2人以上の場合　1年度10日以内（3歳に達する日以後の
最初の3月31日までの子を含む場合は12日以内）

災害等による出勤困難

忌引

妊婦の通院

4週間につき1日

1年度につき4回を超えない範囲内で指定する期間内
において必要と認められる期間（150日の範囲内）

子の看護

ボランティア

出産後1年まで

30分
その勤務しない1時間につき、勤務1時間当
たりの給与額を減額

期　　　間
事　　　由

1の年度における5日の範囲内の期間

産後

骨髄提供

期間

7日の範囲内の期間

親族の区分により1日から10日の範囲内の期間

産前60日（多胎妊娠の場合は100日）

出産後1年までの間につき1日

勤続10、20、30年で各5日の範囲内の期間

必要と認められる期間

出産予定日前1週間、産後3週間の期間内における5日の範囲内の期間

1日
その勤務しない1日につき、勤務1日当たりの
給与額を減額

妊娠障害

夏季

単位

介護休暇

7月1日から9月30日までの7日の範囲内の期間

給与

必要と認められる期間

常勤職員

必要と認められる期間

子、兄弟の結婚

必要と認められる期間

人間ドック

生理
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５ 職員の休業に関する状況

　 育児休業、部分休業及び育児短時間勤務の取得状況

※ 　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「育児短時間勤務取得者数」の欄の上段は、

　　令和４年度に新たに育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）を取得した者、下段は育児休業

　　（部分休業又は育児短時間勤務）の期間が令和３年度以前から引き続き取得している者の人

　　数です。

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況

〔令和４年度〕

0 0 0 0

0 0 0 0

24 1 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

７ 職員の服務の状況
　地方公務員法により、服務の根本基準として、すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力を

挙げて職務の遂行に専念しなければならないと定められています。

　具体的な服務義務としては、法令及び上司の命令に従う義務、職務上知り得た秘密を守る義務、職務に専念する義務が課

せられています。

　また、信用失墜行為や争議行為等を行うことは禁止されており、政治的行為を行うことや営利企業等に従事することにつ

いても制限されています。

　（企業職員等については、地方公務員法が一部適用除外とされており、服務の適用が異なります。）

　なお、職務に専念する義務につきましては、条例の定めに該当する場合は、任命権者の承認を得て免除されます。

令和４年度の件数は以下のとおりです。

〔令和４年度〕 （単位：件）

処分事由
処分
者数

会計年度任用職員

0

0

降任

0

懲戒
処分

処分
者数

免職

戒告

停職

降給

減給

分限
処分

7

68

1

免職

処分事由

0

処分
者数処分事由

処分
者数 処分事由

休職

処分の種類

任期付短時間勤務職員

心身の故障

常勤職員

女性職員

再任用短時間勤務職員

男性職員
4

228

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

23

0

21

計
5

40

0

令和４年度

職務専念義務免除 393

件数

7

（単位：人）

育児短時間勤務
取得者数

（単位：人）

心身の故障

0
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８ 職員の退職管理の状況

　地方公務員法及び東大阪市職員の退職管理に関する条例等により、退職した職員のうち営利企業等へ再就職した者による

現職職員への働きかけの規制等が定められており、適切な退職管理の確保を図っています。

　退職管理の主な内容は次のとおりです。

（１）再就職者による現職職員への働きかけの規制

（２）再就職する場合の届出の義務付け

　課長職以上の職に就いていた元職員に対し、離職後２年間、再就職した場合は再就職先の名称及び業務内容、再就職

先における地位等の事項について届出を義務付けています。

９ 職員の研修の状況

〔令和４年度〕

新規採用職員研修

新任係長・主査研修

新任総括主幹職研修

新任課長職研修　　　　等

全職員普通救命講習履修事業

新規採用職員指導主担者研修

キャリアデザイン研修　　　　　等

市町村職員中央研修所への派遣研修

おおさか市町村職員研修研究センターへの派遣研修　等

（消防局個別の実施状況）

（上下水道局個別の実施状況）

477特別教養
緊急自動車機関員認定講習・交通安全講習・昇任者研修
消防活動事例等情報共有研修会・実務型内部研修（通信指令研修）　等

規制の期間

定めなし

離職後２年間

383

（単位：　人）

23

6

技術講習会、職員研修　等

離職前５年間の職務に関して現職職員へ働きかけることを禁止

259

（単位：　人）

2,431

936

職場集合研修 各職場単位で実施した研修

課長職以上の職に就いていたときの職務に関して現職職員へ働きかけることを禁止

特別研修
自主的参加研修

全ての再就職者

研修区分

基本研修

課長職以上の者

規制対象

1,135

派遣研修 244

規制の内容

受講人数主な研修等

在職中に自らが決定した契約又は行政処分に関して現職職員へ働きかけることを禁止

離職後２年間

下水道部外研修 日本下水道協会、日本下水道事業団、大阪労働基準連合会、等

下水道部内研修 下水道部新任職員研修

局内研修（下水道部除く）

局外研修（下水道部除く） 大阪広域水道企業団、日本水道協会研修　等

（単位：　人）

220

研修区分 主な研修等 受講人数

受講人数

委託教養

総務省消防庁消防大学校への教育派遣
大阪府立消防学校及び大阪市消防局高度専門教育訓練センターへの教育
派遣
中河内救命救急センター及び市内病院での救急救命士実習　等

研修区分 主な研修等
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10 職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の福利厚生

（２）東大阪市職員厚済会事業

①東大阪市からの補助金によって実施している事業

②会員掛金等で実施している事業

（主な厚生事業）

（主な給付事業）

11 公平委員会
（１）概要

（２）勤務条件に関する措置の要求等の状況（令和４年度）
①勤務条件に関する措置の要求

②不利益処分に関する審査請求

種　別

健康増進事業

内　　容

給　付　額種　別 内　　容

種　別 内　　容

人間ドックオプション補助金
職員が大阪府市町村職員共済組合の行う人間ドックオプション
を受診したとき

PET検診補助

5,000円以内

脳ドック補助

職員が医療機関でPET検診を受診したとき（年度内1回） 周年事業により20,000円以内

職員が医療機関で脳ドックを受診したとき（年度内1回） 周年事業により18,000円以内

クラブ活動補助事業 職員で構成するクラブ活動に対する助成

リフレッシュ事業（スペシャルチョイス制度） 民間福利厚生サービス会社への業務委託

民間福利厚生サービス会社への業務委託会員制事業（ガイドブック選択型）

郵送検診、常備薬・健康増進グッズ等の配布

地方公務員法第42条により、地方公共団体は、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項について計画を樹
立し、実施することが義務付けられており、本市では東大阪市職員厚済会において福利厚生事業を行っていま
す。

処理件数（内容） 年度末件数

　公平委員会は、地方公務員法第７条第２項の規定により設置されており、その権限は同法第８条第２項で定め
られています。その主な内容は次のとおりです。

・職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を執ること。
・職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決又は決定をすること。
・職員からの苦情を処理すること。

年度当初件数 新規件数 処理件数（内容） 年度末件数

1 0 1 0

0 1 0 1

年度当初件数 新規件数
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